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第１章 

市有施設個別施設計画の概要 
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１ 目的 

 市有施設の情報や劣化状況等の分析により、施設のあり方を検討するとともに、

各施設の実情等を踏まえた対策内容や実施時期に基づき、計画的な維持管理・更

新等を推進し、財政負担の軽減化、適切な行政サービスの提供を目指すことを目

的として、令和３年３月に「前橋市市有施設個別施設計画（以下「個別施設計

画」という。）」を策定した。 

  この度、各施設の劣化度のほか、現状と課題、改修・更新単価等の全面的な更新

を行い、個別施設の状況や長期的な保全費用を改めて把握し、施設のあり方の検

討及び計画的な施設保全等の推進を目指すことを目的として改訂する。 

２ 位置付け 

  国は、一斉に老朽化が始まるインフラ施設の長寿命化を図ることを目的に、平成

２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、この中で、各インフラ

の管理者に対し、保有する施設全体及び個別施設ごとの長寿命化計画の策定を推

進するよう求めている。 

  本市では、平成２７年８月に策定し、令和４年１２月に改訂した「前橋市公共施

設等総合管理計画（以下「総合管理計画」という。）」に基づき、個別施設又は

個別施設の分類ごとの維持管理・更新等を推進するための計画として策定する。 

 

 
〈国〉インフラ長寿命化基本計画 

【基本計画】 

 
前橋市公共施設等総合管理計画 

【行動計画】 

 【個別施設計画】 

 建築物 

前橋市公営住宅等 

長寿命化計画 

前橋市市有施設 

個別施設計画 

 インフラ施設

土木系施設 

(道路、橋梁等) 

公営企業施設 

(上下水道等) 

計画の体系 

前橋市公共施設 

白書 

【関連計画等】 

前橋市市有施設 

予防保全計画 
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３ 計画期間 

  令和２年度（２０２０年度）から総合管理計画の計画期間である令和３６年度

（２０５４年度）までの３５年間を対象期間とする。なお、本市の財政状況や社

会情勢の変化に対応するため、今後は概ね５年間程度で見直しを行う。 

４ 対象施設 

  施設の規模や重要性の観点から、対象施設は次のとおりとする。 

(1) 延床面積５００㎡以上の施設

(2) 延床面積２００㎡以上かつ避難所に指定されている施設

(3) 面積要件未満でも計画的な保全の必要性が認められる施設

  ただし、個別に長寿命化計画等を策定済みの、インフラ施設と公営住宅等は除 

く。 
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第２章 

個別施設計画における各指標の考え方 
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１ 個別施設の概要及び状況 

  施設の設置目的等の概要及び状況について、第３章の個別施設ごとの１～４に示

す。 

なお、「４ 個別施設の状況」の令和１年度から令和４年度の利用者数や管理運

営費について、コロナ禍や物価上昇等の影響により、大きく変動している施設が

ある。 

 

２ 個別施設の目標使用年数 

  予防保全計画では、表に示すとおり、建築物の構造種別に応じて、施設の使用期

間の目安として目標使用年数を定めている。これを適用すると個別施設の目標使

用年数は、第３章の個別施設ごとの「５ 目標使用年数」のとおりとなる。 

  なお、目標使用年数は建築物の長寿命化を図った場合の物理的耐用年数の目安で

あり、更新等の時期は施設のあり方や劣化状況により決定する。 

 

 【表】予防保全計画で定めた市有建築物の目標使用年数 
  

構造種別 目標使用年数 

鉄骨鉄筋コンクリート造 65年（80年以上） 

鉄筋コンクリート造 65年（80年以上） 

プレキャストコンクリート造 65 年 

鉄骨造 65 年 

コンクリートブロック造 65 年 

木造 48 年 

 ※（）内は「前橋市教育施設長寿命化計画」で定められた学校施設の目標使用年数です。 

本市の学校施設においては、全ての施設の構造躯体の耐震化が完了するとともに定期的な  

  点検・改修を実施していることから、鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄筋コンクリート造の学  

校施設については、８０年以上を目標使用年数としています。 

 

３ 優先順位の考え方 

 (1) 施設の方向性 

   第３章の個別施設ごとの「６ 施設の方向性（現状と課題）」のとおり、個別

施設又は施設類型ごとに、施設の利用に関する基本事項（利用者数の推移や運営

コストなど）のほか、各施設が抱える問題点、今後の課題等について記載してい
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る。これらの「現状と課題」を踏まえ、今後の施設のあり方を検討する。なお、

調査時点は令和６年３月３１日であり、記載内容は、「前橋市公共施設白書（改

訂版）令和６年１２月」と同じものである。 

  

(2) 劣化度調査 

   予防保全計画の中で建築物の長寿命化につながる部位として位置付けている、

躯体、屋根・防水、外壁、外部建具、給排水・衛生・給湯設備、受変電設備に、

近年の気候変動により重要性が高まっている、空気調和設備を加えた主要７部位

について、劣化状況の調査を行い、現存率（建築物の新築時に対する現存価値）

により、第３章の個別施設ごとの「７ 劣化度調査」のとおり、現在の劣化状況

を判定する。 

   

   現存率算定式   現存率 ＝     × １００ 

 

① Ｐ：部位別重要度（構成比） 

各部位の劣化による建築物や利用者への影響から、以下のとおり定める。 
  

部 位 躯体 
屋根 
防水 

外壁 
外部 
建具 

給排水 
等設備 

受変電 
設備 

空調 
設備 

合計 

構成比 ８ １８ ２７ ８ １３ １３ １３ １００ 

   ※ 建築物に対象の部位がない場合は、存する部位で構成比を配分する。 

 

② Ｋ：部位別現存率（建築物の新築時に対する現存価値） 

各部位の劣化状況を各種法定点検結果や経過年数から、以下のとおり定める。 

   ア 躯体 
     

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①建築基準法１２

条点検による判定 

※1  

指摘なし 経過観察 補修検討 緊急 
既存不適格

※2 

②経年による判定

（新設後又は更新

後） 

  

経年２０

年未満 

経年２０年 

以上３５年

未満 

経年３５年 

以上５０年

未満 

経年５０年 

以上６５年 

未満 

６５年以上 

   ※1 建築基準法１２条点検：不特定多数が利用する建物の構造や設備等に対し、有資格者により定期的に行う点検 

   ※2 既存不適格の点検結果の場合は、劣化状況の点検項目ではないため、現地の劣化状況から判定する 

ΣＰＫ 

ΣＰ 
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イ 屋根・防水 
     

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①簡易劣化診断に

よる判定※1  

概ね良好 

Ａ 

部分的に 

劣化 

Ｂ 

広範囲に 

劣化 

Ｃ 

早急に対応

が必要 

Ｄ 

判断不可 

  Ｅ※2 

②経年による判定 

（新設後又は更新

後）  

経年１０

年未満 

経年１０年

以上１５年

未満 

経年１５年

以上２０年

未満 

経年２０年

以上３０年

未満 

経年３０年

以上 

     ※1 建築基準法１２条点検と併せて実施している前橋市独自の劣化診断。 

    ※2 判断不可の場合は、専門業者と確認方法等を協議・検討し、判定する。 

 

ウ 外壁 
    

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①簡易劣化診断に

よる判定※1  

概ね良好 

Ａ 

部分的に 

劣化 

Ｂ 

広範囲に 

劣化 

Ｃ 

早急に対応

が必要 

Ｄ 

判断不可 

Ｅ※2 

   ※1 建築基準法１２条点検と併せて実施している前橋市独自の劣化診断。 

   ※2 判断不可の場合は、専門業者と確認方法等を協議・検討し、判定する。 
   

エ 外部建具 

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①建築基準法１２

条点検による判定 

※1  

指摘なし 経過観察 補修検討 緊急 
既存不適格

※2 

②経年による判定 

（新設後又は更新

後） 

経年１０年

未満 

経年１０年 

以上２０年

未満 

経年２０年 

以上３０年

未満 

経年３０年 

以上３５年

未満 

経年３５年 

以上 

    ※1 建築基準法１２条点検：不特定多数が利用する建物の構造や設備等に対し、有資格者により定期的に行う点検 

   ※2 既存不適格の点検結果の場合は、劣化状況の点検項目ではないため、現地の劣化状況から判定する 
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オ 給排水・衛生・給湯設備 
    

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①建築基準法１２

条点検による判定 

 

（配管の腐食） 

（給湯設備の腐食） 

（排水漏れの確認） 

※1  

指摘なし 経過観察 補修検討 緊急 
既存不適格

※2 

②経年による判定 

（新設後又は更新

後） 

経年５年

未満 

経年５年 

以上１０年

未満 

経年１０年

以上２０年

未満 

経年２０年

以上２５年

未満 

経年２５年 

以上 

         ※1 いずれか低い方の数値を現存率として採用する。 

   ※2 既存不適格の点検結果の場合は、劣化状況の点検項目ではないため、現地の劣化状況から判定する 

   

カ 受変電設備 
    

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①自家用電気工作

物点検の結果※ 
指摘なし 経過観察 補修検討 緊急 一式更新 

②経年による判定 

（新設後又は更新

後） 

経年１０

年未満 

経年１０年 

以上１５年

未満 

経年１５年 

以上２０年

未満 

経年２０年 

以上３０年

未満 

経年３０年 

以上 

※1 自家用電気工作物点検：電気事業法により義務付けられている、有資格者による定期点検 

 

キ 空気調和設備 
    

部位別現存率 1.0      0.8        0.6         0.4        0.2 

①劣化状況 

特 に 問 題

なし 

発錆・変色

等の劣化が

若干認めら

れるが機能

上問題なし 

発錆・変色

等の劣化が

部分的に認

められ部分

修繕が必要 

異常音・損

傷等の劣化

が認められ

大規模修繕

が必要 

異常音・損

傷等の劣化

が著しく大

規模修繕ま

たは取替を

要する 

②経年による判定 

（新設後又は更新

後） 

経年５年 

未満 

経年５年 

以上１０年

未満 

経年１０年

以上２０年

未満 

経年２０年 

以上２５年

未満 

経年２５年 

以上 
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 (3) 保全工事の修繕優先度 

   予防保全計画に基づく取組みとして、「予防保全計画推進プログラム」を実施

し、次年度予定工事の全市的な優先度判定による予算との連動を進め、災害時等

の業務継続の必要性等の観点からモデルとして位置付ける「予防保全施設」と、

その他全てを対象とした「事後保全施設」に区分する。 

   「予防保全施設」では、主要７部位の改修周期、施設所管課による一斉施設点

検及び現地調査の結果から、対象とする保全工事を抽出する。その後、技術職員

のワーキンググループにおいて、施設の重要度や業務への影響度、改修周期など

を確認し、下記の判定式（予防保全）に基づく修繕優先度（Ｐ）及び改修方法等

を協議の上、予防保全工事の優先順位を決定する。 

   「事後保全施設」では、施設所管課による一斉施設点検で不具合として報告さ

れた部位について、技術職員の現地調査等により、「経過観察」や「修繕対

応」、「予算要求」等の対応区分の区分けを行う。「予算要求」とした保全工事

については、技術職員のワーキンググループにおいて、施設の重要度や業務への

影響度、劣化に伴う安全性などを確認し、下記の判定式（事後保全）に基づく修

繕優先度（Ｐ）及び改修方法等を協議の上、事後保全工事の優先順位を決定す

る。 

 
  

 修繕優先度判定式  Ｐ＝Ｑ＋Ｒ＋（a×Ｙ）（予防保全） 

           Ｐ＝Ｑ＋Ｒ＋（a×Ｋ）（事後保全） 

 

① Ｑ：施設重要度 

  建物用途及び部位別重要度から以下のとおり定める。 

  用途Ⅰ 用途Ⅱ 用途Ⅲ 

部位Ⅰ 75 60 50 

部位Ⅱ 60 50 40 

部位Ⅲ 50 40 30 
  

 
 
 

部位Ⅰ 外壁、屋根防水 

部位Ⅱ 
給排水等設備、受変電設備、 

空気調和設備 

部位Ⅲ 躯体、外部建具 

用途Ⅰ 災害対策本部、ＢＣＰ※等 

用途Ⅱ 
不特定多数利用の施設、避難

所指定施設 

用途Ⅲ その他市有施設 

※ ＢＣＰ「前橋市業務継続計画（地震編）」で定められた「緊急時優先業務」 
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 ② Ｒ：リスク優先度 

   日常管理における事業運営への影響や各種点検結果から以下のとおり定める。 

評価項目 評価基準 配点 

法定点検 

の結果 

「至急対応」の指摘 30 

「要是正」の指摘 20 

「経過観察」の指摘 10 

業務運営 

の影響 

立入・使用禁止等による運営上の支障（応急処置対応済も含む。） 30 

上記以外で不具合による影響が大きい 20 

上記以外で不具合による影響が小さい 10 

経済性 

社会性 

国補助金等の財源がある 20 

利用者から対応要請がある 10 
  

③（予防保全）Ｙ：予防推奨度 a：係数 

   予防推奨度（Ｙ）は各部位の改修周期の到来時期からの経過年数により評価し、

係数（a）は点検結果及び現地調査に基づく劣化状況から以下のとおり定める。 

Ｙ：予防推奨度 

予防推奨度 高い                         低い 

改修周期の 

到来時期 
6 年以上前 4～5 年前 

3 年前～ 

現年度 
次年度以降 

配点 100 90 80 70 
 

a：係数 

劣化状況 著しい劣化あり 劣化の兆候あり 劣化なし 

係数 1.3 1.1 0.9 
  

  ④（事後保全）Ｋ：劣化緊急度 a：係数 

   劣化緊急度（Ｋ）は現地調査に基づく劣化状況を部位別現存率として評価し、

係数（a）は劣化状態を放置した際に想定される被害の程度から以下のとおり定

める。  

Ｋ：劣化緊急度 

劣化状態 重度                          軽度 

部位別現存率 0.5 未満 
0.5～ 

0.7 未満 

0.7～ 

0.8 未満 

0.8～ 

0.9 未満 
0.9 以上 

配点 100 90 80 70 60 
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a：係数 
  

想定される 

被害の程度 

非常に 

大きい 
大 中 小 

ほとんど 

ない 

係数 1.3 1.2 1.1 1.0  0.9 

 

４ 個別施設の状態等 

   法定点検及び予防保全計画推進プログラムの中で毎年実施している一斉施設点

検により、個別施設の劣化状況を把握する。  

 

 ５ 対策内容と実施時期・費用 

  (1) 改修周期及び改修単価 

    主要７部位の改修周期及び改修・更新単価は、第３章の個別施設ごとの「８

 改修周期及び改修・更新単価」のとおりである。 

 

  (2) 長期保全計画及び概算費用 

    主要７部位の改修周期及び改修単価に基づく計画期間内に必要となる長期保

全工事及び概算費用は、第３章の個別施設ごとの「９ 長期保全計画及び概算

費用（千円）」のとおりである。 

    今後は、必要な時期に現地調査等を行い、修繕等の必要性を判断し、計画的

な保全を行う。また、目標使用年数経過後については、施設ごとに更新等の必

要性について判断することとする。 

なお、この長期保全計画は当該施設を維持し続けた場合の概算費用であ

り、施設のあり方については個別に別途検討する。 

   

(3) 長期保全計画の見直し 

    予防保全計画推進プログラムに基づき、改修周期の到来時期や現地調査の結

果から、改修工事の着手時期や改修内容の検討、全市的な優先順位による実施

工事の選定を行い、随時、長期保全計画を見直すことで、より現実的な計画と

なるようローリングする。 
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６ その他特記事項 

(1) 主要７部位以外の部位の追加について

主要７部位以外の保全工事等を行う場合は、その施設または建物に当該保

全工事等に係る部位を適宜追加し、劣化度判定のほか、改修周期及び改修・更

新単価の設定、長期保全計画及び概算費用を算定する。 

(2) 第３章 XⅢ「用途廃止施設」について

用途廃止施設については、活用方針のある施設を対象に、施設概要のほ

か、施設の方向性、施設整備に係る費用等を記載している。 
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